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Ⅰ 検討事項 

陸上無線通信委員会は、情報通信審議会諮問第２００９号「小電力の無線シ

ステムの高度化に必要な技術的条件」（平成 14年 9月 30日）を所掌しており、

今般、デジタル簡易無線における中継利用等のニーズに対応するため、自動的

に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線の技術的条件ついて検討

を行った。 

 

Ⅱ 委員会の構成 

委員会の構成は別紙１のとおりである。 

 

Ⅲ 検討経過 

１ 陸上無線通信委員会 

（１）第７４回会合（令和４年９月６日～13日 メールでの検討） 

自動的に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線の技術的条件

の検討を開始し、陸上無線通信委員会報告案にとりまとめた。 

 

(２) 第７６回会合(令和４年 11月１日～７日 メールでの検討) 

メールでの検討にて、意見募集の結果を踏まえ、提出された意見に対す

る考え方及び委員会報告を取りまとめた。 

 

Ⅳ 検討概要 

１ 自動的に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線の利

用ニーズについて 
簡易無線局は、簡易な事務や個人的な用務を行うため開設されており、小

電力の自営系で最も普及している無線電話システムである（図１及び表１）。 

簡易無線局の局数は、平成 23 年度末の約 75.6 万局が令和３年度末には

約 141.7万局とこの 10年間でほぼ倍増している。 

特に、平成 20 年 8月に導入されたデジタル簡易無線の登録局は、全国で

は平成 23年度の約 6.6万局から令和３年度には約 74.8万局と 11倍以上に

増加している。 
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図１ 簡易無線局数の推移 

 

区分 
デジタル簡易無線局 

（免許局） 

デジタル簡易無線局（登録局） 

無線設備の種別：3R 無線設備の種別：3S 

特徴 

・無線局免許が必要 

・高出力(最大 5W) 

・免許人以外の使用は不可 

 

・上空使用不可 

・免許状記載の通信相手のみ 

 

・通信事項は「簡易な業務」

（主に企業等における業務

用通信） 

・免許局と比べて簡単な「登録手続」にて利用可能 

・高出力(最大 5W) 

・登録人以外でも使用可能 

（イベント等におけるレンタル機器として利用可） 

・通信相手に制限なし 

（異なる企業間での通信、個人によるアマチュア無

線のような利用なども可） 

・通信事項指定なし 

（企業等における業務通信から個人等におけるレ

ジャー通信まで利用可） 

チャネル数 
28チャネル（154MHz帯） 

65チャネル（467MHz帯） 
30チャネル 5チャネル 

空中線電力 最大 5W 最大 5W 最大 1W 

使用可能 

場所 

陸上（154MHz帯） 

陸上・日本周辺海域 

（467MHz帯） 

陸上・日本周辺海域 陸上・日本周辺海域・上空 

キャリア 

センス機能 
なし あり 

表１ デジタル簡易無線免許局と登録局 

 

また、デジタル簡易無線では、音声通信だけでなく IoT分野でのデータ通

信にも活用されているところであり、さらに近年、以下に示すとおり、建物
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内外における不感地帯の解消のニーズが増加している。 

このような状況を踏まえ、本委員会では、自動的に又は遠隔操作によって

動作するデジタル簡易無線の高度化について、必要な技術的条件に関する

検討を行った。 

・商業施設やホテル、工場、企業ビルなど、建物内での利用時に、構造物

や什器などの遮蔽による不感地帯を解消するための中継利用（図２）。 

・地下駐車場や地下街、テーマパーク等の地下通路など地下施設での利用

時に地面や構造物の遮蔽による不感地帯を解消するための中継利用

（図３）。 

・通話エリア内にある構造物などの遮蔽による不感地帯を解消するため

の中継利用（図４）。 

・スキー場やゴルフ場など地形による不感地帯を解消するための中継利

用（図５）。 

 
図２ 自動的に又は遠隔操作によって動作する 

デジタル簡易無線の例（ビル内等） 
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図３ 自動的に又は遠隔操作によって動作する 

デジタル簡易無線の例（地下駐車場等） 

 

 
図４ 自動的に又は遠隔操作によって動作する 

デジタル簡易無線の例（構造物による遮蔽がある場合等） 

 

 

図５ 自動的に又は遠隔操作によって動作する 

デジタル簡易無線の例（地形による不感地帯がある場合等） 
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２ 自動的に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線の 

要求条件及び技術的条件 
例えば、中継利用時は、無線機の近傍に操作者がいない無人運用も想定され

る。簡易無線は無線従事者資格のない者が利用者であることを考慮すると、自

動的に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線には、以下の技術的

条件や機能を有することが望ましい。 

 

（１）通信方式について 

   既存の通信方式に、中継利用時に対応するため半複信方式を加える（図

６）。 

 

 

図６ 中継利用時の構成例 

 

（２）自動的に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線に必要な機

能 

以下の機能を具備していること。 

・障害検知・停止機能 

自局の障害を検知し、自動的に電波の発射を停止する機能。 

・呼出名称記憶装置  

電波の発射後、呼出名称記憶装置に記憶した呼出名称を自動的に

送信するものであること。ただし、中継動作時には通信の相手方の

呼出名称をそのまま送信すること。 

  

（３）その他留意点 

  ・中継動作を行うものの通信の相手方は、免許人所属の簡易無線局で

あること。 
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・上記以外の技術的条件は、基本的には既存のデジタル簡易無線と同

等とする。このため、他の無線局への影響は既存のデジタル簡易無

線と同等。  

・中継利用は通信エリアが拡大することから、中継設備の利用範囲を

把握するため、免許により使用者、設置場所等を管理することが望

ましい。 

   

【自動的に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線の技術的条件

（比較）】※下線部が既存のデジタル簡易無線の技術的条件からの変更事項 

項目 

デジタル簡易無線 

デジタル簡易無線 

（自動的に又は遠

隔操作によって

動作するもの） 

 

中継動作を

行うもの 

局種 簡易無線局 同左 同左 

免許／登録 免許 登録 同左 免許 

周波数 150/467MHz帯 350MHz帯 同左 467MHz帯 

変調方式 実数零点単側波帯変調、四

分のπシフト四相位相変調

又は四値周波数偏位変調 

同左 同左 

通信方式 単信方式、単向通信方式又

は同報通信方式 

同左 半複信方式 

周波数離隔 － － 2MHz～10MHz 

（2周波半複信） 

無線設備 一の筐体に収められてお

り、かつ、容易に開けること

ができないこと。ただし、電

源設備、送話器、受話器その

他総務大臣が別に告示する

ものについては、この限り

でない。 

同左 同左 

空中線電力 ５W 以下 ５W 以下 

（上空利用

１W以下） 

同左 ５W 以下 

チャネル間

隔 

6.25kHz 同左 同左 

送信時間制 連続して５分を超える電波 同左 同左 
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限装置 の発射をしようとした場合

に、自動的にその送信を停

止し、その停止から１分以

上経過した後でなければ送

信を行わない送信時間制限

装置を備え付けているこ

と。 

呼出名称記

憶装置 

電波の発射後、呼出名称記

憶装置に記憶した呼出名称

を自動的に送信するもので

あること。 

同左 不要（通信の

相手方の呼

出名称をそ

のまま送信

すること。） 

キャリアセ

ンス 

不要 必要 同左 不要 

隣接チャネ

ル漏えい電

力 

（１）実数零点単側波帯変調

方式のものにあつては、

1,700ヘルツの正弦波に

より変調を行い、空中線

電力を定格出力の80パー

セントに設定した場合に

おいて、送信する電波の

周波数から6.25kHz離れ

た周波数の（±）1.7kHz

の帯域内に輻射される電

力の平均値が平均電力よ

り45デシベル以上低い値

であること。  
（２）四分の π シフト四相位

相変調方式及び四値周波

数偏位変調方式のものに

あつては、変調信号の送

信速度と同じ送信速度の

標準符号化試験信号によ

り変調した場合におい

て、搬送波の周波数から

6.25kHz 離れた周波数の

同左 同左 
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（±）Ｒ（Ｒは、変調信号

の伝送速度の四分の一の

値とする。ただし、四値周

波数偏位変調方式のもの

にあつては２ kHz とす

る。）の帯域内に輻射され

る電力が搬送波電力より

45 デシベル以上低い値で

あること。 

周波数の許

容偏差 

400MHz帯（百万分率） 

実数零点単側波帯変調： 

±1.5 

四値周波数偏位変調： 

±1.5 

四分のπシフト四相位相変

調：±0.9 

同左 同左 

占有周波数

帯幅の許容

値 

5.8kHz以下 同左 同左 

スプリアス

発射強度又

は不要発射

の強度の許

容値 

ア 帯域外領域におけるス

プリアス発射の強度の許

容値 

帯域外領域におけるス

プリアス発射の強度の許

容値は 2.5μW 以下又は

送信出力に対しては基本

周波数の平均電力より

60dB 低い値とすること。

ただし、送信出力が 1W 以

下の場合は 25μW 以下と

すること。 

イ スプリアス領域におけ

る不要発射の強度の許容

値 

スプリアス領域におけ

る不要発射の強度の許容

同左 同左 
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値は 2.5μW 以下又は基

本周波数の搬送波電力よ

り 60dB 低い値とするこ

と。ただし、送信出力が 1W 

以下の場合は 25μW 以下

とすること。 

空中線電力

の許容偏差 

上限 20％、下限 50％以内 同左 同左 

自動的に又

は遠隔操作

によって動

作する場合

に具備すべ

き機能 

 

－ 

障害検知・停止機能

（自局の障害を検

知し、自動的に電波

の発射を停止する

機能） 

 

同左 

 

 

Ⅴ 検討結果 

自動的に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線のニーズの実現

のため、「自動的に又は遠隔操作によって動作するデジタル簡易無線の技術

的条件」については、上述の機能を具備することが適当である。 
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